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防護服（具）：クールベストの有効性の検討 

上 野   哲*1 

 
1 目的 

消防士は，過酷な環境の中で救急・消防等身体的に負

荷が大きい作業を要求される．作業中は外界からの熱を

防ぐため，数層の生地からなる重い防火服や呼吸装置を

着用する．防火服はフル装備で 20kg を越え，動きが妨

げられ身体負荷が高まる．激しい身体活動により作られ

た代謝熱は，熱伝達性・透湿性・通気性が悪い防火服に

より熱や汗の発散が押さえられ，衣服の内側に蓄積され

る．そのため消防士は，作業中に深部体温が上昇し，心

拍数が最大レベルに達する状態が長時間続く．米国では

消防士の死因の 46%が心臓発作であるという報告もあ

る．身体で作られた熱を積極的に取り除くため，数種類

の身体冷却装置が考案されている．その中で冷媒が相転

移を起こして溶ける時に奪う潜熱を利用して体を冷やす

クールベストは，携帯性が優れ，動きを要求される消防

士にとっては適した装置であると考えられる．このクー

ルベストの冷却能力は，冷媒の特性や形状等によって決

まると思われ，その最適化が望まれる．本研究の目的は，

クールベストに入れる新しく開発された安価な冷媒Bと

既に市場で流通している高価な冷媒Aの性能を評価する

ことである． 
 

2 方法 

クールベストの冷却効果を数値で評価するために，次

の手順で実験を行った．ゆとり型防火服と作業服(T シャ

ツ+半ズボン)をマネキンに付け，マネキン表面温度を 34
度に固定し，5 時間以上おいて，熱平衡状態に達したこ

とを供給熱量の変化から確認した．その後，防火服を脱

がせて 5℃に冷蔵庫で冷却しておいたクールベストを付

けた後，直ちに脱がせた防火服を着せて，マネキンから

の供給熱量が一定になるまで実験を継続した．腹部のマ

ネキン表面温度，T シャツ上の温度，冷媒両面の表面温

度，クールベスト上の温度も同時に計測した．また，腹

部内の表面温度数点，冷媒両面の温度を計測した．冷媒

A と冷媒 B の 2 種類をそれぞれクールベストに入れて，

測定した(表 1)． 
 

3 結果 

5℃に冷やしたクールベストを表面温度 34℃で定常に

達した体幹部に着けると，表面温度の低下とマネキンか

らの単位時間あたりの供給熱量の顕著な増加が見られた．

1 時間ごとのマネキンからの熱供給量を図 1 に示す．冷

媒Bが冷媒Aに比べ，最初の 3時間の熱吸収量が大きく，

4 時間以降は冷媒 A の熱吸収量が大きかった．最初の 1
時間にマネキンが冷媒に吸収される熱量は，冷媒 A，冷

媒 B でそれぞれ全体の 27%，46%であった． 
 

表 1  冷却剤の構成 

 冷媒 A 冷媒 B 

冷却剤 
大きさ 
成分 
1 パック量 
16 パック量

5→31℃に必

要な熱量 
1 パック 
16 パック 

パラフィン系 
76×122×6mm 
100％パラフィン 
80g/パック 
1.28kg/セット 
 
 
4243cal/パック 
67.9Kcal/セット 

パラフィン系水分散型 
68×123×18mm 
50%パラフィン-50%水 
90g/パック 
1.44kg/セット 
 
 
3558cal/パック 
56.9Kcal/セット 
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図 1, 1 時間ごとの各クールベストへのマネキンからの熱供給量 
 

4 結論 

消防士は，作業時間が短いため着用後短時間の冷却効

果が問われる．冷媒 B は冷媒 A よりも着用後 1 時間の冷

却効果は，１個の冷媒当たり 491cal(43%)改善した．3
時間までは冷媒Bが冷媒Aよりも冷却効果が大きかった．

これは，冷媒 B が冷媒 A よりも柔らかく，マネキン表面

との密着性が良かったから，吸熱効果が高かったのだと

考えられる．消防士では，冷媒 B が冷媒 A よりも適して

いると考えられる． 
 
*本報告は平成 19 年 8 月に開催された第 12 回国際環

境人間工学会にて発表された．：Satoru Ueno, Shin-ichi 
Sawada（2007）Estimation of Cooling Effect of Ice 
Packs by Thermal Manikin.

*1 (独)労働安全衛生総合研究所 国際情報・研究振興センター. 

   連絡先：〒214-8585 神奈川県川崎市多摩区長尾 6-21-1 
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防振手袋の振動軽減効果と生理影響を考慮した選択方法 

前 田 節 雄*1 

 

1 目的 
労働現場では様々な防護服や防護具が使用されている．

これらの労働衛生保護具には現在いくつかの重大な問題

点がある．防振手袋についてはその使用が各種通達で推

奨されているもののどのような防振効果を持った防振手

袋を使用すればよいかの選択方法はない． 

そこで保護具特研の防振手袋については，新しく制

定・発行された JIS T 8114（防振手袋）に準拠した防振

手袋の振動軽減効果の評価システムを構築するとともに，

国内外で入手できる防振手袋の振動軽減効果を新 JIS 規

格準拠の装置を用いて明らかにし，さらに，指先振動感

覚閾値を指標として防振手袋の振動軽減効果評価方法に

ついて検討し，事業者や作業者が振動障害を予防する為

の防振手袋選択方法を提案した． 
 

2 JIS T 8114(防振手袋)に準拠した振動軽減効果測定

システムの構築について 
鉱業，林業，土木建設業，製造業などの事業場におい

て，工具，機械などから作業者の手に伝わる振動を軽減

するための防振用保護手袋の防振性能の評価を行う規格

として JIS T 8114(1987)が規定されていた．しかし，我

が国にはこの JIS 規格に準拠した形で防振用保護手袋の

防振性能を評価することが出来る測定システムが存在し

ていなかった． 
防振手袋の振動軽減効果を評価する必要性から，平成

13 年度(2001 年度)に JIST8114(1987)規格に準拠した防

振手袋振動軽減効果が測定できる装置を産業医学総合研

究所(現労働安全衛生総合研究所)に設置された．図 1 に

産業医学総合研究所に設置した防振手袋の防振効果を測

定する装置を示す．この装置の特徴は，人の手腕の駆動

点機械インピーダンス特性に合わせた人工手を用いて，

振動台の上に置かれた防振手袋を一定の力で押し付ける

ことが出来るようになった点である．JIST8114 規格で

は，加振器上に置いた防振手袋への入力振動加速度と出

力振動加速度との比，すなわち振動伝達率を実験的に求

め， 

デシベルで表示したものを減衰値と考えている．加振台

に取り付けた振動加速度ピックアップからの振動加速度

値を入力振動加速度ａ1，人工手に取り付けた振動加速度

ピックアップからの振動加速度値を出力振動加速度 

ａ2と考え，この比ａ1/ａ2を減衰量と考える． 

減衰量(dB) ＝ 20log10(ａ1/ａ2) 

加 振 方 向 は ， 試 料 に 対 し 垂 直 の 方 向 と し ，

63Hz,125Hz,250Hz の正弦振動又は 1/3 オクターブバン

ドランダム振動で加振する．試験振動加速度は各試験周

波数で実効値 3G と規定されている．また，各防振手袋

の防振効果の評価基準は，JIS T 8114 に示されている

63,125,250Hz でそれぞれ 6,10,10dB 以上であると規定

されている． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図1 JIS T 8114:1987に準拠したシステム 

 
JIS T 8114(1987)規格(旧規格)では，防振手袋の振動

軽減効果を 63,125,250Hz の３つの単一の周波数で測定

評価していた．しかし，実際の手持振動工具の振動は，

複数の振動成分を含んだスペクトル振動であるがゆえに，

実際の工具に対しての防振手袋の効果を評価することが

困難であった． 

一 方 ， 1996 年 に 制 定 発 行 さ れ た ISO 
10819“Mechanical vibration and shock – Hand-arm 
vibration – Method for the measurement and 
evaluation of the vibration transmissibility of gloves 
at the palm of the hand”の規格では，手持振動工具の振

動を模擬したスペクトル振動に対しての振動軽減効果を

評価する方法を規定していた． 

このシステムは図 2 に示すようなもので，わが国の

JIS T 8114 とは異なり，人の手に防振手袋をはめてハン

ドルを握り，ハンドルからＭとＨの工具振動を模擬した

スペクトル振動を発生させ(図 3)，その振動が防振手袋

を通った時の振動の伝達を測定し，それぞれのＭとＨの

振動スペクトルの伝達率が TRM<1.0 と TRH<0.6 を満足

した場合に防振手袋とする判断基準が示されている．こ

こで，スペクトルＭは衝撃振動工具，スペクトルＨは回

転振動工具振動を模擬したものである． 

実際の手持振動工具に対しての防振手袋の振動軽減効

果と防振手袋の輸出入を考えた場合，JIS T 8114(1987)
規格を ISO10819(1996)規格に整合させることが急務で

あった．そこで，平成 17 年度に日本保安用品協会を事
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